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LD社 1996年10月 100% 2,300,000 農水産物の加工輸出 日本
DL社 1998年 7月 100% 3,500,000 青果物の冷蔵加工輸出 日本
A社 2005年 4月 100% 4,500,000 野菜の生産・加工・輸出 日本
B社 2007年 3月 100% 200,000 農産物加工・輸出 日本
J社 2008年 9月 100% 6,000,000 花卉生産・輸出 日本
VK社 2009年11月 合弁 1,250,000 和牛生産・輸出 日本・ベトナム
G社 2011年 1月 100% 300,000 野菜・花卉生産・購買・加工・輸出 日本
JCBT社 2012年10月 100% 1,500,000 養鶏 日本・ベトナム
AP社 2014年 4月 合弁 4,800,000 野菜生産（事業休止中） 日本・ベトナム 
AJ社 2014年 8月 100% 2,000,000 農産物生産・加工 日本
KV社 2015年 1月 100% 330,000 イチゴ生産 ベトナム
Y社 2015年11月 合弁 3,000,000 マッシュルーム生産 ベトナム
（注）元データは、ラムドン省人民委員会での聴取調査による。
（出所）参考文献①、43ページより修正して転掲。


























（Nguyen Thi My Hoa／元 佐賀大学大学院農学研究
科、つじ　かずなり／佐賀大学農学部准教授）
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易協定や経済連携協定の締結を進めている。2015年に
は、ASEAN自由貿易地域（AFTA）のほぼ完全な履
行、中国ASEAN自由貿易地域（ACFTA）における
関税撤廃の順調な進展、EU・ベトナム自由貿易協定
（EVFTA）の締結がなされた。こうしたことは今後
の国際市場へのアクセス拡大の可能性を含め、対ベト
ナム農業投資をますます魅力的にしている。
第2に、経済成長による生活水準の向上にともない、
ベトナム人消費者の食の安全や健康志向が著しく高
まっているという社会的環境の変化がある。近年ベト
ナムでは不適切な衛生管理や農薬使用等による食物汚
染の問題が深刻化し食品関連の事故も多い。こうした
ことが安全で高品質な食品の国内市場を成長させてお
り、農業や食品産業に投資する日本企業にとってのビ
ジネス機会を広げるものになろう。
第3に、技術的環境の変化として、農業や食品産業
の展開にとってネックとなっていた生鮮品の国内輸送
や物流にかかわる整備が進んでいることがある。特に、
主要な農業生産地帯であるメコンデルタ、中部高原、
紅河デルタから主要都市部への道路網整備の状況は目
覚ましく、農産物輸送の大幅な時間短縮や効率化が可
能になってきた。また、海外輸送に関しても、大型船
舶が寄港可能な近代的設備を装備した国際ターミナル
港の整備が国の南北で進んでおり、海外からの直接投
資をいっそう刺激する条件が整いつつある。
第4に、制度的環境と政治的環境の変化がある。こ
れに関しては、投資法と企業法の改正が大きい。2015
年7月施行の新投資法（No. 67/2014/QH13）と新企業
法（No.68/2014/QH13）は、ベトナムでの事業環境に
一層の透明性と公平性をもたらすものと期待される。
さらには、外国企業による土地利用権取得について大
幅に規制を緩和した2013年の土地法改正も、農業分野
への投資を後押しすることが予想される。これらに加
えて、先にも指摘した2014年日越農業協力対話以降の
ベトナム国内における関連プロジェクトの推進を通じ
て、両国間の政治的環境もますます良好になることが
考えられる。
●ベトナムにおける農業投資の課題
近年、わが国からベトナムへの農業投資は堅調に増
加し、それは日系農企業の事業戦略の変化をともない
つつ進展している。ラムドン省の事例でもわかるよう
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